
●改正概要●
中小企業者等の法人税率の特例及び中小企業投資促進税制等の延長等

①租税特別措置法による軽減税率(税率15%)の適用期限が2年延長されます。
②中小企業投資促進税制について、 商業・サービス業・農林水産業活性化税制の対象業種の追加等が

行われた上で、適用期限が2年延長されます。
③商業・サービス業・農林水産業活性化税制について、中小企業投資促進税制と統合の上廃止されます。
④中小企業経営強化税制について、経営資源集約化設備を追加した上で、適用期限が2年延長されます。

制度の対象となる中小企業の要件は資本金の額が1億円以下であることですが、資本金
の額が3,000万円を超えると中小企業経営強化税制では税額控除の割合が7%となり、
中小企業投資促進税制では税額控除が選択できません。

中小企業向けの法人税率や投資促進税制について、今回の改正内容を
教えてください。

租特法の軽減税率や中小企業経営強化税制、中小企業投資促進税制の
適用期限が2年間延長されます。
また、商業・サービス業・農林水産業活性化税制は廃止され、
中小企業投資促進税制に取り込む形で制度が一本化されています。
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